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問題意識

2014年2月14日付日本経済新聞によると、

「金融経済教育推進会議（事務局＝金融広報

中央委員会）による、日本初の「金融リテラ

シーの項目別・年齢別スタンダード」作成が

本格化してきた。」としている。

「同会議は金融経済教育の推進や課題検討

を目的に、13年6月に金融広報委員会に設

置」され、「同会議の最大の課題は、『金融リ

テラシーの項目別・年齢別スタンダード』の

作成。金融教育を行うにあたり学生、社会

人、高齢者などの各年齢層で習得が望ましい

金融リテラシーの目安・ガイドラインにした

い考えで、同6月から着手。」とされている。

金融教育の意義については、大きくミクロ

の視点とマクロの視点があると考えられる。

ミクロの視点として、我が国において1996

年の金融ビッグバンにより金融システム改革

が行なわれ、その後の規制改革により市場原

理が進展するなかで、より効率的金融システ

ムの実現を目指してきた。そのこと自体は国

民経済的に望ましいが、金融機関側は金融の

自由化により業務範囲の拡大、新金融商品の

開発、金利の自由化等を実施し、対顧客に対

してもデータベースマーケティング、One	To	

Oneマーケティングを行うようになってきた。

他方、十分な交渉力を持たない消費者、十分

なリスク負担、コスト負担できない消費者、

十分な金融リテラシー、情報リテラシーが備

わっていない消費者も存在し、消費者側に自

己責任を求めることができるのか、求めると

すればどのように環境を整備するのかが課題

となっている。

また、マクロの視点として、失われた20年

といわれる要因の一つに個人の保有する金融

資産が十分に生かされていない（最近では企業

も余剰資金を持ちすぎている）という問題があ

る。いわゆる成長マネーが十分に供給されて

いないという問題がある。家計の金融資産、さ

らにその先の金融機関の資産運用が、家計の

場合には相変わらず預貯金、金融機関も国債
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運用に偏っていて、積極的にリスクを取って

資産運用を行わない、という問題である。

さらに、国際的にも、グローバル化が進展

し、金融商品が複雑化し、金融革新のスピー

ドが速く、国際間の相互依存が高まるなか

で、システム間での競争と調和が必要である

と指摘されているが、他方で、社会的弱者の

金融へのアクセス強化や消費者保護の観点か

らの「金融包摂」がG20で議論され、金融力

の向上のための「金融リテラシー」と「金融

教育」に焦点を当てた論議がAPEC財務大臣

会合でも行われている。このように金融教育

は、国際的な経済発展・成長のためにも必要

であると指摘されている。

この意味において、金融教育は非常に重要

な意味を持ち、日本を含め東アジア各国の金融

教育の現状と課題を探ることは、この地域全体

の国民福祉の充実と経済発展の資するもので

あると考えられる。また、「金融リテラシーの

項目別・年齢別スタンダード」を作成するとい

うわが国にとっては、東アジア各国と比較した

日本の特徴、とりわけ大学生の特徴を知るこ

とは有意義であると考えられる。同時に、この

特徴が、主として各国が置かれた経済・社会

環境の違いによるものか、国民性によるもの

か等を考察することにも役立つと考えられる。

なお、本稿は、藤野・張（2013.6）『「金融教

育に関するアンケート」調査からみた日本と

台湾における消費者教育の実態とその課題』

の続編で、さらに中国を付加した分析結果で

ある。

1．これまでのアンケート調査の概要

筆者は、これまで2011年度に日本、2012年度

に台湾、2013年度に中国で統一したフォームに

より金融教育に関するアンケートを実施した。

各国におけるアンケートは、属性を、（1）性別、

（2）居住県、（3）出身県、（4）年齢、（5）職業、（6）

最終学歴、（7）居住形態、（8）メインバンクにつ

いて分類し、これら属性よって金融教育にどの

ような違いが表れるのかを検証してきた。内

容は、問1の（9）〜（18）が金融に関しての知識・

意識・行動、問2の（19）〜（24）が金融の知識に

関する情報源、問3の（25）〜（28）が金融教育と

そのイメージ、必要性、問4の（29）が学校にお

ける金融教育の実態、問5の（30）が家庭におけ

る金融教育の実態を問うものとなっている。

問1においては、自らの金融経済知識をどの

ように自己評価しているのか、そのことを踏ま

えて金融行動しているのか、単に経済社会の

変化に合わせた行動をとっている、とらざるを

得ないのかどうかといったことを検証する。問

2では、金融に関する知識の情報源を検討し、

金融知識の対象によって情報源がどのように

異なるのか、また情報源の異なる理由が知識の

専門性、話題性、身近さなどであるのかどうか

を検証する。また、情報源に関する回答項目に

「特になし」があるが、この項目の選択される状

況によって、関心の低い項目、身近でない項

目ほど、その比率が高いかどうかを検証する。

問3には、金融教育という単語の認知度、イ

メージおよび必要性とその分野に関してであ

り、認知度とイメージの関係、必要性と知識
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の度合の程度などを検証する。

問4では、学校での金融教育の経験の有無、

有用性、内容について検討し、金融の知識と

学校教育の内容・有用性の関連についても検

討している。問5では、家庭での金融教育の

経験の有無、有用性、内容について検討し、

金融の知識と家庭教育の内容・有用性の関連

についても検討している。

なお、消費者契約法、金融商品取引法に則っ

て取引を行う必要のある信用金庫を始め金融

機関にとって、現実の取引相手としての大学生

に関する金融経済教育の現状と課題を知るこ

とは重要な意義がある。また、CSRの一環と

して、また産学連携・地域貢献として大学等

で金融教育を行う場合にも役立つであろう。

今回の分析対象である大学生に関しては、

日本では横浜市立大学を中心に251名、台湾

に関しては中原大学生220名、中国では南開

大学生217名、総計688名である。

アンケートの属性について詳細にみると

（図表1）、男女別では、日本が男性111（44.2%）

対女性140サンプル、同様に台湾が男性50

（22.9%）対女性168サンプル、中国が男性81

（37.3%）対女性136サンプルとなっており、

全体では男性242（35.3%）対女性444サンプ

ルである。全体として、女性のサンプルが男

性の2倍弱あり、男性サンプルの比率は、日

本が平均より10%弱多く、台湾は10%強少な

く、中国はほぼ全体平均並みである。

最終学歴を見ると、現在大学生であること

から高卒と答えている学生もいる。専門分野

別では、全体の78.4%の学生が金融教育と専

門分野の近い法・経済・経営・商学系学部所

属である。しかし、日本では専門分野の学生

が54.8%にとどまっているのに対し、台湾は

93.5%、中国は91.7%であり、台湾、中国で

は専門分野の学生が多く、日本は約半数にと

どまっている、という特徴がある

さらに、居住形態を見ると、大学生全体の

56.5%が単身世帯である。日本では単身世帯が

46.5%と平均より低く、台湾はさらに低く38.4%

が単身世帯であるのに対し、中国は86.2％と非

常に高い数字である。日本、台湾では家族が

日本、台湾、中国におけるアンケート調査対象・調査方法・調査機関・有効回答数 

調査対象 調査方法 調査期間 有効回答数

日本

横浜市立大学学生・大学院生 直接配布・回収 2011.10.15-2011.11.15
251

501他大学学生 直接配布・回収 2011.10.15-2011.11.15

大学生の家族・知人 学生による訪問・郵送・電話 2011.10.15-2011.11.15 250

台湾

中原大学商学部学生 直接配布・回収 2011.12.15-2012.1.11 220

563－ － － －

大学生の家族・知人 学生による訪問・郵送・電話 2011.12.15-2012.1.11 343

中国

南開大学経済学部学生 直接配布・回収 2013.9.10-2013.9.13 217

217－ － － －

－ － － －
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いる自宅からの通学生が多いが、中国では寮

生活している学生が多いものと考えられる。

2 ．金融知識の水準に関する自己評価
と行動（問1） （注）1

金融知識の水準・内容についての自己評価

について、日本、台湾、中国において顕著に

異なる結果が得られている（図表2）。

金融に関する知識全般の前提となる金融・

経済の仕組みについての知識の自己評価は、

「知識がある」とする回答が全体で35.8%、「い

いえ」とする回答が31.1%、「どちらとも言えな

い」とする回答が33.1%で、3つの選択肢はほぼ

拮抗している。詳細に見ると、日本では「いい

え」とする回答が56.6％と、「はい」とする回答

の14.3%の4倍ほどある。他方、台湾は「はい」

とする回答が61.4%で、「いいえ」とする回答

20.9％を3倍ほど上回っている。中国も台湾と

同様に「はい」とする回答34.6％が「いいえ」と

する回答12.0％を3倍弱上回っているが、「どち

らとも言えない」とする回答53.5％が過半を上

回っている。日本と、台湾および中国では金

融・経済に関する知識の自己評価では反対の

状況であり、また中国の大学生はどちらとも

図表１ 回答者の個人属性     （単位：%）

個人属性 日本 台湾 中国 全体

性別
男性 44.2	 22.9	 37.3	 35.3	

女性 55.8	 77.1	 62.7	 64.7	

年齢

18〜29歳 99.2	 100.0	 100.0	 99.7	

30〜49歳 0.8	 0.0	 0.0	 0.3	

50歳以上 0.0	 0.0	 0.0	 0.0	

職業

会社員

公務員

自営業

家事・育児（専業）

パート・アルバイト

学生 100.0	 100.0	 100.0	 100.0	

無職（退職者を含む）

その他

最終学歴

義務教育のみ

高校課程修了 8.0	 2.0	 0.0	 3.6	

大学・短大修了（法・経済・経営・商学系） 54.8	 93.5	 91.7	 78.4	

大学・短大修了（その他の学系） 37.2	 4.5	 8.3	 18

居住形態

単身 46.5	 38.4	 86.2	 56.5	

二世代 43.7	 45.2	 11.1	 33.8	

三世代 6.5	 14.2	 1.8	 7.5	

その他 3.3	 2.3	 0.9	 2.2	

総数（単位：人） 251	 220	 217	 688	

（注）1	．本節では、金融知識と行動について言及した後、両者の関係を全体の中での比率で検討しているが、正確には個別の回答
者ベースで検討する必要がある。この点は、今後の課題としたい。
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判断できないとの回答も多いことに注意すべ

きである。

このような国間の状況は、リスクのない安

全資産である預貯金についての知識の自己評

価について、より鮮明に妥当する。全体とし

ては、「はい」とする回答が51.7%と増加し、

「いいえ」とする回答26.2%を上回った数字と

なっている。しかし、日本では相変わらず

「いいえ」とする回答59.0％が、「はい」とする

回答14.3％を4倍以上も上回っている。他

方、台湾では「はい」が82.7%、「いいえ」が

7.7%、中国でも、「はい」が63.6%、「いいえ」

が6.9％といずれの国においても知識がある

とする自己評価が「いいえ」を10倍程度ない

しそれ以上も上回っている。

さらに、リスクのある危険資産である証券投

資の知識については、全体として「はい」とす

る回答16.8％は、金融・経済の知識に関する

「はい」とする回答35.8％の半数以下の数値で

あり、「いいえ」とする回答59.8％が、「はい」と

する回答を上回る。いずれの国の学生も、証

券投資を行うには少なくとも金融・経済に関

する知識が必要であると認識しているものと

考えられる。国別に見ても、いずれの国の学生

も「はい」とする回答は、「いいえ」とする回答

を下回っているが、日本の場合は「はい」が極

端に少なく5.2%であり、ついで中国の13.4%で

あり、ここでも台湾では33.3％と3分の1の学生

は知識があるとし、日本、中国を大きく引き

離している。

負債であるクレジットカードの知識に関して

は、全体としては「はい」とする回答が37.3%、

「いいえ」とする回答が33.2%で、「はい」が「い

いえ」を多少上回っているが、「どちらとも言え

ない」が29.5％と約3割もある。日本では「は

い」22.7%が「いいえ」42.2%を20％ほど下回っ

図表2 金融知識の水準における自己評価の結果 （単位：%）

はい どちらとも言えない いいえ

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

金融・経済の仕組みについて知識
があると思う 14.3	 61.4	 34.6	 35.8	 29.1	 17.7	 53.5	 33.1	 56.6	 20.9	 12.0	 31.1	

預貯金について知識があると思う 14.3	 82.7	 63.6	 51.7	 26.7	 9.5	 29.5	 22.1	 59.0	 7.7	 6.9	 26.2	

預貯金を自分で管理している 68.9	 80.9	 70.0	 73.1	 16.7	 4.5	 7.8	 10.0	 14.3	 14.5	 22.1	 16.9	

株式・債券といった証券投資につ
いて知識があると思う 5.2	 33.3	 13.4	 16.8	 16.3	 20.5	 34.7	 23.5	 78.5	 46.1	 51.9	 59.8	

株式・債券といった証券投資を行
いたいと思う 17.1	 53.2	 47.5	 38.2	 23.5	 13.3	 27.2	 21.4	 59.4	 33.5	 25.3	 40.4	

株式・債券といった証券投資を
行ったことがあると思う 4.0	 24.1	 8.3	 11.7	 8.0	 13.0	 6.9	 9.2	 88.0	 63.0	 84.8	 79.1	

クレジットカードについて知識が
あると思う 22.7	 51.6	 39.6	 37.3	 35.1	 14.6	 38.2	 29.5	 42.2	 33.8	 22.1	 33.2	

クレジットカードを利用している 53.6	 17.7	 30.1	 34.7	 2.8	 6.4	 4.2	 4.4	 43.6	 75.9	 65.7	 60.9	

リボルビング払いを利用したこと
がある 12.8	 3.6	 4.6	 7.3	 3.2	 7.7	 4.1	 4.9	 84.0	 88.6	 91.2	 87.8	
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ているが、台湾と中国では日本と逆で、おのお

のの国では「はい」（51.6%、39.6%）が「いいえ」

（33.8%、22.1%）を20%ほど上回っていて、負債

に関する知識を有していることがわかる。な

お、日本と中国では「どちらとも言えない」とい

う回答がやはり35%以上あることに注意せよ。

要約すると、金融・経済の仕組みの知識に

関する自己評価を基準に比較すると、どの国

でも知識の難易度に応じた適切な自己評価が

行われていて、預貯金に関する知識はそれ以

上あり、証券投資の知識はそれ以下であり、ク

レジットカードに関する知識はほぼ同様の水

準である。詳細に国別特徴をみると、3国のな

かでは日本の大学生はいずれの分野でも自己

評価は一番低く、次いで中国であり、台湾の学

生の自己評価は高い。また、日本の学生は、預

貯金といった基本的金融商品の知識について

も相対的に低い。クレジットカードについては、

日本の学生の自己評価は金融・経済の仕組み

に関する知識からして過大であり、台湾では

過少にもみえる。

次に、「知識」の有無と実際の「行動」の

関係について分析する。

預貯金についての知識と預貯金の自分での

管理の関係についてみると、預貯金の管理に

ついて、全体として73.1%以上が自分で管理し

ているとし、16.9％が「いいえ」と回答してい

る。日本の大学生では預貯金について知識が

あると14%ほどしかと回答していないのに、

68.9％が預貯金を自分で管理しているとしてい

る。これに対し、台湾では82.7%の学生に知識

があるとして、80.9%が自己管理し、中国でも

63.6%の学生に知識があり、70.0%が自己管理

している。また、日本では、59.0%もの学生が

預貯金に関する知識のないにもかかわらず、

自分では管理していないのは14.3%に対し、台

湾、中国の預貯金に関する知識のない学生の

比率はおのおの7.7％、6.9％であり、自分で管

理していないという数字（14.5%、22.1%）を下

回っている。

証券投資についての知識と行動を見ると、

全体として知識がないとした回答59.8%が、証

券投資を行っていないとした回答79.1%を下

回っており、またいずれの国においても知識

がない（「いいえ」）とした回答（78.5%、46.1%、

51.9%）比率は、証券投資を行っていない（行動

として行ったことが「ある」にいいえ）とした回

答（88.0%、63.0%、84.8%）比率を下回っており、

証券投資に関する知識のないものは証券投資

を行っていないことをうかがわせる。この点

は、証券投資に関する知識が「ある」としたも

の（5.2%、33.3%、13.4%）が、実際には証券投資

を行ったことがあると思うという数値（4.0%、

24.1%、8.3%）を下回っていることからも判断で

きる。なお、証券投資を行いたいとするもの

（17.1%、53.2%、47.5%）は、現在において知識

があると回答したもの以上に、全体でもそれぞ

れの国でも存在することから、このような意欲

にどのように知識を与えて、適切な行動が取れ

るように導いていくかが今後の課題であろう。

クレジットカードについては、全体としても

各国でも、知識があるについて「いいえ」と

回答した数値（33.2%、42.2%、33.8%、22.1%）

が、クレジットカードを利用しているに「いい
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え」と回答した数値（60.9%、43.6%、75.9%、

65.7%）を下回っていて、知識のないものはク

レジットカードを利用していないことをうかが

わせる。しかし台湾、中国ではその差は2倍、

3倍あるのに対し、日本は多少上回っている程

度である。また、クレジットカードについて全

体（37.3％と34.7%）、台湾（51.6%と17.7%）、中

国（39.6％と30.1%）は知識のある範囲内で実際

に利用しているが、日本では知識が「ある」と

の回答が22.7%に対して、「利用している」が

53.6%となっている。前回も指摘したが、クレ

ジットカードに関する知識が十分でないと自己

評価しつつも、クレジットカードを利用してい

るという日本の大学生像が浮き彫りとなり、近

年、金融商品関係のトラブルが多発している背

景の一端を明らかにした結果といえる。ある

いは、負債管理が十分できず、多重債務問題を

引き起こす懸念が示唆される。

ここでの要約としては、金融行動を起こす

には、その知識は前提と考えられるが、日本

の学生の場合には、この関係が必ずしも金融

商品によっては妥当していないことに注意す

る必要である。単に周りが利用している、便

利であるからという理由で利用していること

をうかがわせる。

3．金融知識の情報源（問2）（注）2 

金融・経済の仕組みについての情報源とし

ては、3国を合わせた全体では学校が58.7％と

最も多く、次いでマスメディアの32.1％、家

（注）2	．知識とその情報源について、情報収集活動と知識の程度、情報源と知識の内容についても、より詳細には回答者レベルで
の分析が必要であるが、この点も次回の課題としたい。

図表3 金融知識の情報源 （単位：%）

家族・友人 金融機関 学校

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

金融・経済の仕組み 15.3	 18.1	 1.9	 12.0	 2.4	 3.8	 1.9	 2.7	 41.8	 54.8	 82.9	 58.7	

預貯金 51.4	 62.2	 47.6	 53.6	 12.0	 7.2	 15.1	 11.5	 8.0	 12.4	 17.9	 12.5	

株式・債券といった証券投資 10.4	 23.7	 11.8	 15.0	 2.8	 6.6	 6.6	 5.2	 22.8	 37.0	 38.4	 32.1	

クレジットカード 39.4	 27.2	 33.5	 33.7	 12.4	 17.4	 17.5	 15.6	 5.2	 9.4	 12.7	 8.9	

借入に関する知識 14.5	 16.1	 31.3	 20.3	 4.4	 17.1	 17.1	 12.4	 12.1	 24.2	 16.1	 17.2	

金融トラブルに関する知識
（消費者金融とのトラブル、訪
問販売、悪質商法など)

7.2	 10.0	 2.9	 6.7	 2.8	 2.4	 3.8	 3.0	 26.1	 21.3	 27.8	 25.1	

マスメディア
消費者支援団体 その他 特になし

（新聞、ニュース、インターネットなど）

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

32.1	 21.4	 13.3	 32.1	 0.0	 0.0	 0.0	 0.0	 1.2	 1.4	 0.0	 0.9	 7.2	 0.5	 0.0	 2.8	

10.8	 12.9	 14.6	 12.7	 0.0	 0.0	 0.0	 0.0	 1.6	 1.4	 0.9	 1.3	 16.1	 3.8	 3.8	 8.4	

25.2	 24.6	 33.2	 27.5	 0.0	 0.0	 0.0	 0.0	 1.6	 1.9	 2.4	 1.9	 37.2	 6.2	 7.6	 18.2	

16.5	 38.0	 25.5	 26.1	 0.8	 0.0	 0.0	 0.3	 4.4	 1.4	 0.9	 2.4	 21.3	 6.6	 9.9	 13.1	

22.6	 30.3	 22.3	 24.9	 0.4	 0.5	 0.5	 0.4	 2.4	 1.4	 1.4	 1.8	 43.5	 10.4	 11.4	 23.0	

36.9	 51.7	 51.2	 46.0	 2.0	 5.2	 0.5	 2.5	 2.0	 1.4	 1.0	 1.5	 22.9	 8.1	 12.9	 15.1	
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族・友人の12.0％である（図表3）。この順序は、

いずれの国でも変わらないのも特徴的である。

金融という知識の内容が、専門的であるため

であろう。中国では学校が82.9％とほとんどの

情報源であるのに対し、日本では学校は41.8％

でマスメディアが32.1％と補っている。この事

情は台湾でも同様であるが、学校が54.8％と中

国と日本の中間の数値となり、マスメディアは

21.4％で家族・友人18.1％も補っている。

預貯金の情報源については、3国全体では家

族・友人が53.6％で最も多く、マスメディアと

学校が各々12.7％、12.5％とほぼ同様の比率で

続く。預貯金に関する知識は他の金融資産と

比較して専門性が高くなく、身近に利用され

ていることから家族が情報源となっているの

であろう。台湾、日本、中国でも、家族の比

率がそれぞれ62.2％、51.4％、47.6％と最も高

い。台湾、中国は学校、マスメディアが補っ

ているが、日本ではそれらに代わって、預金

を供給している金融機関が情報源となってい

る点で異なっている。ここで、日本の場合、

「特になし」と情報を得ていない学生が16.1％

もいるのも留意する必要がある。

株式・債券といった証券投資については、

やはり専門的であるということと、しばしば社

会問題を提起するということから、全体では

学校が32.1％で1位、マスメディアが27.5％と2

位である。中国、台湾では、ともに3国全体以

上に学校が情報源となっていて、次いでマスメ

ディアであるが、台湾では家族の占める割合

23.7%も大きい。他方、日本では「特になし」

が37.2％と最も多く、差はないとはいえマスメ

ディアが2位、学校が3位と、全体とも台湾、中

国とも異なった回答となっている。日本の大

学生は関心がなく、情報を得ようとする意欲が

ないのが問題なのと、総合的・体系的情報とい

うよりも、マスメディアを通じて悪い情報を

偏って断片的に得ているのではないかという

危惧があることに留意する必要がある。

クレジットカードについては、身近なもの

であるということで、情報源として、3国全

体は家族・友人が33.7％と最も高く、次いで

マスメディアが26.1％である。日本、中国で

は家族・友人、マスメディアの順であるが、

台湾ではマスメディアと家族・友人が逆転し

た順序となっている。ここでも、日本はクレ

ジットカードを利用している割合が高いの

に、情報源が「特になし」が21.3％もあるこ

とに留意する必要がある。

借入に関する知識については、3国全体で

「特になし」が23.0％と第2位であるがこれを

除くと、マスメディア24.9％、家族・友人

20.3％、学校17.2％と続く。中国では家族・

友人が主たる情報源であるが、台湾、日本で

はマスメディアが1位である。ここでも、日

本では「特になし」が43.5％と占めている。

金融トラブルに関する知識については、全

体でも、いずれの国においてもマスメディ

ア、学校の順序である。家族・友人では対応

できないことをうかがわせる。ここでも、日

本では特になしが22.9％あることに注意する

必要がある。

要約すると、各国の学生は、情報の性質・内

容により情報源の種類を選択していること、
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専門的、話題性、身近さなどによって変更して

いることが理解できる。また、回答項目の

「特になし」を見ると、関心の低い項目、身近で

ない項目ほどその比率が高いことが理解でき

る。なお、日本の大学生が知識レベルで十分

でないと自己評価している項目について、情

報源で特になしという回答が高い比率を占め、

関心がなく、情報を得ようとする意欲がなく、

積極的に得ようとしていないとの危惧がある。

4．金融教育に対する認知度（問3）（注）3

大学生に金融教育という言葉を聞いたことが

「ある」か、「ない」かを聞くと（図表4）、全体とし

て「ない」と思うが51.7%、「ある」と思うが34.0%

と、「ない」が「ある」を上回っている。この原

因は日本において「ない」72.4%が「ある」13.0%

を大きく上回っているためである。他方、台湾、

中国では「ある」（48.9%、43.0%）が「ない」

（42.5%、37.4%）を、いずれの国も5%ほど上

回っている。日本の学生における認知度が、

両国と比べて極端に低いことが理解できる。

金融教育に関するイメージを複数回答可で

聞くと（図表5）、各国とも当てはまるものす

べてを選択可能としたが、その国の20%以上

の回答者が選択しているのは選択肢の数でい

うと、3つまでのケースである。「株式・債券

などの投資に関する教育である」48.5%、「知

的である」47.3%という回答が多く、以下「難解

（注）3	．金融教育に関する認知度、イメージと知識、行動の関係についても、同じく回答者レベルの分析を次回の課題としたい。
また、知識の程度と認知度、必要性の認識度などの相関分析も今後の課題としたい。

図表5 金融教育に対するイメージ    （単位：%）

日本 台湾 中国 全体

興味がわく 21.1	 30.5	 43.0	 31.0	

知的である 37.2	 57.3	 48.6	 47.3	

難解なイメージがある 58.7	 24.5	 15.9	 34.2	

教育内容が想像しづらい 32.0	 7.7	 4.2	 15.1	

株式・債券などの投資に関する教育である 32.0	 60.5	 55.1	 48.5	

悪徳商法対策など日常生活に関する教育である 15.0	 21.8	 8.4	 15.1	

「金融教育」という言葉に親しみをおぼえる 3.2	 13.2	 7.0	 7.6	

「金融教育」という言葉自体に聞き慣れていない 45.7	 19.5	 22.9	 30.1	

その他 1.2	 0.5	 0.5	 0.7	

図表4 金融教育に対する認知度 （単位：%）

はい どちらとも言えない いいえ

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

「金融教育」という言葉を
聞いたことがあるか

13.0	 48.9	 43.0	 34.0	 14.6	 8.7	 19.6	 14.3	 72.4	 42.5	 37.4	 51.7	
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なイメージ」34.2%、「興味がわく」31.0%、「『金

融教育』という言葉自体に聞きなれていない」

30.1%が続く。「教育内容が想像しづらい」

15.1%、「悪徳商法対策など日常生活に関する

教育である」15.1%、「『金融教育』という言葉に

親しみをおぼえる」7.6%という選択は少ない。

全体ではイメージ的には「知的」であり、

「難解なイメージ」はなく、「教育内容も想像

しづらい」とはしていないが、「興味がわく」

が31.0％しかないのが多少課題であろう。国別

では、日本のみ、イメージ的に「興味がわく」、

「知的である」、「難解なイメージである」、「想

像しづらい」いずれの項目についても、他国

と比較して否定的である。

教育内容について、「株式・債券などの投資

に関する教育である」については、台湾、中

国では肯定的（60.5%,55.1%）であるのに対

し、日本では否定的（32.0%）で、そのためこ

の点でも全体で否定的（51.5%）な回答結果と

なっている。また、「悪徳商法対策など日常生

活に関する教育である」との点については、3

国とも否定的（85.0%,78.2%,91.6%）である。

最後に、3国とも「『金融教育』という言葉自

体に聞きなれていない」に否定的（54.3%、

80.5%、77.1%）であるにもかかわらず、「『金

融教育』という言葉に親しみをおぼえる」

（3.2%、13.2%、7.0%）ことに繋がっていない。

「金融教育は必要か」とについて（図表6）、

全体として79.0%は必要であると考えている

が、どちらともいえないが19.6%で、不必要

と考えている回答は1.3%に過ぎない。必要と

考えているのは、中国で91.6%と最も高く、

次いで台湾の86.2%であり、日本では61.6%に

過ぎない。これは、日本ではどちらともいえ

ないが36.0%もあるためである。

さらに、金融教育が必要と答えた回答者を

対象に金融教育が必要な分野を1つに絞って尋

ねた結果（図表7）、全体としては「生活設計・

家計管理」38.3%、次いで「消費生活・金融ト

ラブル防止」33.0%、「経済や金融の仕組み」

図表6 金融教育の必要性 （単位：%）

はい どちらとも言えない 不必要

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

金融教育は必要だと思うか 61.6	 86.2	 91.6	 79.0	 36.0	 12.9	 7.9	 19.6	 2.5	 0.9	 0.5	 1.3	

図表７ 金融教育が必要な分野       （単位：%）

日本 台湾 中国 全体

生活設計・家計管理 28.4	 35.9	 49.4	 38.3	

経済や金融の仕組み 30.4	 17.9	 26.8	 25.2	

消費生活・金融トラブル防止 41.2	 40.7	 18.9	 33.0	

キャリア教育 0.0	 5.5	 4.9	 3.5	

その他 0.0	 0.0	 0.0	 0.0	

合計 100.0	 100.0	 100.0	 100.0	
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25.2%となっている。日本と台湾の場合は、

「消費生活・金融トラブル防止」との回答が

41.2%、40.7%と第1位を占めているのに対し、

中国の場合は、「生活設計・家計管理」との回

答が最も多く、過半の49.4%にも達している。

以上の結果から、日本、台湾では金融教育が

悪質商法にだまされないような「ネガティブ」

なものであり、中国では生活設計・家計管理

をするための「ポジティブ」なものとして考え

られている傾向が強いとみることができる。

金融知識に関するセミナーに参加したこと

があるかという設問に対して（図表8）、全体

でも各国でも「ない」との回答が「ある」を

上回っているが、その一方、「ある」との回答

は中国で36.0%、台湾が18.0%にのぼり、日本

の2.9%をはるかに上回っている。この結果か

ら、日本よりも台湾、台湾よりも中国の大学

生のほうが金融知識の重要性を認識し、行動

していると推測することができる。

金融教育に関する認知度は、日本で極端に

低いために全体でも過半程度となっているが、

金融教育に関するイメージは親しみを覚える

というとこまでではないにしても肯定的に捉え

られている。また、金融教育の必要性も認め

てられていて、本来の経済や金融を含む生活

設計全般と捉えられている。しかし、日本の

学生は、問1のアンケート結果より金融知識が

ないのにイメージにも否定的で、必要性の認

知度も低いという点は気がかりである。

5．学校における金融教育（問4）（注）4	

「学校教育の中で金融に関する教育を受けた

ことがあるか」という質問に対して（図表9）、全

体では「受けた」26.3%、「受けたと思うが、よ

く覚えていない」41.6%と「ほとんど受けていな

いと思う」32.1%と明確に受けたという比率は

30％もない。日本と中国の場合は、「ほとんど

受けていないと思う」との回答（42.6%,37.6%）

が最も多く、次いで「受けたと思うが、よく

覚えていない」（36.9%,35.2%）、「受けた」

図表8 セミナー参加  （単位：%）

ある	 	 	 わからない ない

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

セミナーに参加したことが 2.9	 18.0	 36.0	 18.1	 5.7	 16.6	 11.4	 10.9	 91.4	 65.4	 52.6	 70.9	

（注）4	．情報源としての学校と、学校での金融教育についても回答者レベルの分析は今後の課題とする。特に、学校での教育と現
在の知識度との関係についても今後の検証が必要である。

図表9 学校で金融教育を受けた経験 （単位：%）

受けた 受けたと思うが、
よく覚えていない ほとんど受けていないと思う

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

学校教育（小、中、高時代）の
中で金融に関する教育を受けた
ことがあるか

20.5	 31.9	 27.2	 26.3	 36.9	 53.5	 35.2	 41.6	 42.6	 14.6	 37.6	 32.1	
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（20.5%,27.2%）と続くが、否定的な「受けて

いない」、「よく覚えていない」との回答は日

本の方が中国を上回る。これに対し、台湾の多

くは、肯定的な「受けたと思うが、よく覚え

ていない」53.5%が最も多く、次いで「受けた」

31.9%で、「ほとんど受けていないと思う」

14.6%と答えている割合は少ない。学校にお

ける金融教育の記憶は、全体として低いとい

わざるを得ない。

また、学校で受けた金融教育は「役立って

いる」と、「少しは役立っている」と答えた回答

者を合わせると、全体では88.2％である（図表

10）。台湾の場合は97.8%であり、次いで中国

は89.5%と平均を上回っているが、日本の場合

74.5%と両国を大きく下回る結果となってい

て、あまり有用であると考えられていない。

さらに、学校別では、日本の場合には小学校

で17.1%、中学校で59.3%、高校で73.2%である

が、日本と比べて、台湾では小学校は5.5%と

低いが、中学校では35.2%と増加してきて、高

校では75.3%と若干日本を上回る。中国では小

学校は1.6%とさらに低いが、中学校でも8.5%

にすぎず、高校では92.3%と大きく日本を上回

る結果となっている。日本では、台湾、中国

と比較すると小学生から学校教育が行われて

いるが、その優位性は低いように考えられる。

学校で受けた金融教育の内容については

（図表11）、全体では、「基礎的な金融・経済の

図表10 学校における金融教育 （単位：%）

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

役立っている 少しは役立っている ほとんど役立っていない

①学校で受けた金融教
育は役立っているか

15.3	 50.8	 19.5	 30.8	 59.1	 47.0	 69.9	 57.4	 25.5	 2.2	 10.5	 11.8	

家庭科 公民 総合 その他

②どの科目で教育を
受けたのか

32.9	 4.4	 17.1	 16.9	 67.9	 62.1	 60.5	 63.4	 22.9	 24.2	 1.6	 17.3	 5.1	 19.3	 23.3	 16.1	

小学校 中学校 高校

③いつ教育を受けた
のか

17.1	 5.5	 1.6	 8.0	 59.3	 35.2	 8.5	 35.0	 73.2	 75.3	 92.3	 79.6	

＊②と③については複数選択が認められているため、回答の合計が100%を超えている	 	 	 	

図表11 学校で受けた金融教育の内容       （単位：%）

日本 台湾 中国 全体

お金の計画的な使い方を理解することについて 28.5	 55.5	 34.6	 41.2	

預貯金に関する知識について 22.6	 69.8	 40.9	 47.0	

基礎的な金融・経済の仕組みを理解することについて 59.1	 54.9	 49.6	 54.6	

カードの知識や利用上の留意点について 26.3	 25.8	 16.5	 23.2	

投資に伴うリスクを理解することや、金融商品の種類、商品性や特徴
を理解し、適切に選択する能力を身につけることについて 12.4	 46.2	 26.3	 30.1	

金融トラブルにあわないための留意点について
（消費者金融とのトラブル、訪問販売、悪質商法など） 52.6	 28.0	 9.0	 29.9	

＊複数選択が認められている設問であるため、回答の合計が100%を超えている	 	 	 	 	
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仕組みを理解することについて」（452名中247

名）、「預貯金に関する知識について」（212

名）、「お金の計画的な使い方を理解すること

について」（186名）と、基礎的な金融活動を

行うのに必要な知識が与えられている。この

点は、金融知識に関す情報源に関する質問で

ある問2の（19）、（20）と整合的であることが

確認できる。しかし、（21）の「株式・債券と

いった証券投資」、（24）の「金融トラブルに

関する知識」は含まれていないことから、学

校のうちこれらは主として大学入学後に得た

ものであると推察される。

このうち日本の場合、これら3つの項目以

外に「金融トラブルにあわないための留意点

について」（137名中72名）の教育が特徴的

である。台湾、中国の場合は、「投資に伴う

リスクを理解することや、金融商品の種類、

商品性や特徴を理解し、適切に選択する能力

を身につけることについて」の教育が行われ

ており、日本と異なって、「カードの知識や

利用上の留意点について」、「金融トラブルに

あわないための留意点について（消費者金融

とのトラブル、訪問販売、悪質商法など）」

が少ないことが特徴である。

学校での金融教育の認識は、全体としては

7割程度が「受けた」、ないし「受けたと思

う」としているが、国により事情は大きく異

なり、台湾は高く、ついで中国で、日本では

低い。また、有用性の認識もこの順序で、日

本での評価は低い。金融知識の自己評価と学

校で受けた金融教育の内容を見ると、「金

融・経済の仕組み」、「預貯金に関する知識、

株式・債券などの投資」、「カードの知識」の

程度の教育経験は各国間でほぼ比例している

が、日本における「経済・金融の知識」、台

湾における「カードの知識」が、学校での比

率が高く、結局小学校から高校までの学校で

教育を受けていない層が知識水準全体を低め

ていると考えられる。

6．家庭における金融教育（問5）（注）5 

「家庭教育の中で金融に関する教育を受け

たことがあるか」という質問に対して（図表

12）、全体としては「受けたと思うが、よく覚え

ていない」が35.8％であり、「受けた」が33.3％、

「ほとんど受けていない」が30.9％と5％の範囲

内で差はほとんどない。日本の場合は、「ほ

とんど受けていないと思う」との回答50.6%

が最も多く、次いで「受けたと思うが、よく

覚えていない」29.2%、「受けた」20.2%と続く。

これに対し、台湾、中国の場合は、「受けた」

（43.5%,37.8%）、「受けたと思うが、よく覚えて

いない」（44.9%,34.1%）がそれぞれ合計すると

88.4%、71.9％と答え、日本と比較して家庭内

で教育が行なわれている実態が理解できる。

また、家庭で受けた金融教育は「ほとんど

役立っていない」との回答は、中国、台湾で

は（1.6%,0.6%）とほとんどなく、日本でも1割

にとどまっている。これに対し、「役立ってい

る」が台湾では56.3%もあり、中国39.7％、日

（注）5	．情報源としての家庭と、家庭での金融教育の回答者レベルの分析も次回の課題とする。特に、家庭での教育と現在の知識
度との関係についても今後の検証が必要である。
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本27.4％が続く。日本の場合でも、教育を受け

た人はほとんど役立っていると評価している

（図表13）。

家庭で受けた金融教育の内容についてみる

と（図表14）、全体では「預貯金に関する知識に

ついて」（464名中341名）、「お金の計画的な使

い方を理解することについて」（311名）、「カー

ドの知識や利用上の留意点について」（194名）

がベスト3となっており、比較的身近な内容だ

ということがわかる。この点は、金融知識に

関す情報源に関する質問である問2の（20）、

（22）と整合的であることが確認できる。

日本の場合、「カードの知識や利用上の留

意点について」（56.4％）、「金融トラブルに

あわないための留意点について（消費者金融

とのトラブル、訪問販売、悪質商法など）」

（31.3％）が平均以上であり、「投資に伴うリ

スクを理解することや、金融商品の種類、商

品性や特徴を理解し、適切に選択する能力を

身につけることについて」（12.8％）は平均

以下である。台湾では、どの項目も平均以上

の教育が行われているが、「カードの知識や

利用上の留意点について」（33.0％）の項目

が平均以下となっている。中国では、逆にど

図表12 家庭で金融教育を受けた経験 （単位：%）

受けた 受けたと思うが、
よく覚えていない ほとんど受けていないと思う

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

家庭内において金融に関する
教育を受けたことがあるか 20.2	 43.5	 37.8	 33.3	 29.2	 44.9	 34.1	 35.8	 50.6	 11.6	 28.1	 30.9	

図表13 家庭における金融教育 （単位：%）

役立っている 少しは役立っている ほとんど役立っていない

日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体 日本 台湾 中国 全体

家庭で受けた金融教育は
役立っているか 27.4	 56.3	 39.7	 43.4	 63.2	 42.1	 59.6	 53.3	 9.4	 1.6	 0.6	 3.2	

図表14 家庭で受けた金融教育の内容 （単位：%）

日本 台湾 中国 全体

お金の計画的な使い方を理解することについて 71.8	 70.7	 59.4	 67.2	

預貯金に関する知識について 66.1	 86.9	 62.6	 73.5	

基礎的な金融・経済の仕組みを理解することについて 20.5	 32.5	 9.7	 21.8	

カードの知識や利用上の留意点について 56.4	 33.0	 41.9	 41.9	

投資に伴うリスクを理解することや、金融商品の種類、商品性や特徴
を理解し、適切に選択する能力を身につけることについて 12.8	 28.8	 20.0	 21.8	

金融トラブルにあわないための留意点について
（消費者金融とのトラブル、訪問販売、悪質商法など） 31.3	 19.4	 10.3	 19.3	

＊複数選択が認められている設問であるため、回答の合計が100%を超えている
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の項目も平均以下であるが、特に「基礎的な

金融・経済の仕組みを理解することについ

て」（9.7％）が大きく平均を下回っている。

家庭での金融教育の認識は、学校と同じく

全体としては7割程度が「受けた」、ないし「受

けたと思う」としているが、国により事情は大

きく異なり、ここでも台湾は高く、ついで中国

で、日本は非常に低い。また、有用性の認識も

学校に比較すると高く、各国間の順序も同様

で、日本での評価は低い。金融知識の自己評

価と家庭で受けた金融教育の内容を見ると、

「金融・経済の仕組み」、「預貯金に関する知

識、株式・債券などの投資」、「カードの知識」の

程度と教育経験は各国間でほぼ比例している

が、日本における預貯金の知識は、家庭での比

率が高く、結局家庭で教育を受けていない層

が知識水準全体を大きく低めているといえる。

現時点での総括と今後の課題

大学生の金融経済教育について、日本、台

湾、中国の学生に関するアンケート調査結果

を検討してきた。各国において、属性間で多

少の違いはあるが、大学生が誕生時から、家

庭、小学校から大学を通じて、金融経済に関

する教育を受ける環境・内容が大きく違って

いることが理解できる。（なお、この研究

は、2014年度に行ったフィリピンでのフィ

リピン大学生向けアンケートを持って全体の

総括をする予定である。）

金融知識に関する自己評価は、一般に考え

られる知識習得の難易度に応じて知識の程度

も異なっているなど納得的な部分と、3国間

では特に日本の大学生の知識の低さ、低い知

識にもかかわらず金融行動していること、知

識の低さを向上させるための情報源へのアク

セスにも消極的であることが指摘できる。

それにもかかわらず、日本の大学生は金融

教育への認知度も低く、イメージも消極的で

あり、必要性を認めていてもその程度は他国

と比較すると低い。また、学校、家庭での教

育の有用性については、認めているものの、

他の2国に比較して学校、特に家庭での教育

を受けた認識自体が低い点が課題であろう。

なお、今回は日本、台湾、中国に関するア

ンケート調査のクロス集計を元に分析を行っ

た。一種のセミマクロの分析であったが脚注

で述べたように、総括編では、4カ国のクロス

集計分析とアンケート回答者の属性をコント

ロールしつつミクロの分析を行う予定である。
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